
（平成２１年８月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 24 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

兵庫国民年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年７月から 41年３月まで 

             ② 昭和 46年１月から同年３月まで 

私の結婚前の国民年金保険料については、昭和 36 年７月から、私の母親

が村の役員をしていた集金人に納付してくれていた。私は、44 年３月に結

婚してＡ市に転居したが、結婚後は、同居していた私の義父が義母の国民年

金保険料と一緒に納付してくれていた。それぞれの申立期間について、家族

は保険料が納付済みとなっているのに、私だけが未納とされていることに納

得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②（昭和 46 年１月から同年３月まで）について、社会保険庁の記

録によると、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の義父は、

義母の国民年金保険料をすべて納付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人が所持する国民年金手帳を見ると、申立人が昭和 44 年３月に

Ａ市へ転居した際の国民年金に係る手続が適正に行われていることが確認で

きる上、申立人は結婚後の生活状況に大きな変化は無かったとしていることか

ら、申立期間の前後の期間の国民年金保険料が納付済みになっているにもかか

わらず、申立期間②だけが、未納となっていることは不自然である。 

一方、申立期間①（昭和 36年７月から 41年３月まで）について、申立人は、

その母親が集金人に国民年金保険料を納付していたとしているが、社会保険庁

の記録によると、申立期間当初の昭和 36 年度においては、申立人及びその母

親を含む家族全員が国民年金に加入していなかったことが確認でき、当該期間



 

中に申立人宅へ国民年金保険料の集金人の訪問があったとする事情がうかが

えない。 

また、社会保険庁が管理する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は昭和43年９月27日に払い出されていることが確認

でき、申立人の母親がこのころに申立人の国民年金の加入手続を行ったことが

うかがえ、これ以前に同じ市町村で別の手帳記号番号が払い出された事情が見

当たらない。 

さらに、申立人の申立期間①の直後の国民年金保険料について、申立人の母

親が申立人の国民年金の加入手続を行った昭和 43 年ごろに、時効が成立して

いないことから、制度上納付が可能な２年分の保険料をさかのぼって納付した

ことがうかがえる上、特例納付が可能な期間（45年７月から 47年６月まで）

には、申立人はＡ市へ転居していたことから、申立人の母親が申立期間①の保

険料をさかのぼって納付することは困難であったことがうかがえる。 

加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月から同年 12 月まで 

私は、25 歳の時、結婚に際して、両親から国民年金手帳を引き継ぎ、こ

れまでの国民年金保険料は納付しているので、結婚後は自分で納付するよう

にと言われた。 

このため、結婚してからも、国民年金に任意加入して引き続き保険料を納

付してきた。 

申立期間は 35 年前のことなので、はっきりとは憶えていないが、金融機

関で３か月ごとに保険料を納めていたと思う。 

 申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20歳になった昭和 42年 12月から国民年金保険料を納付し始め、

47年９月に結婚してからも国民年金に任意加入して保険料を納付している上、

申立期間を除き、国民年金加入期間において保険料の未納期間が無く、納付意

識の高さがうかがえる。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人は、申立期間(３か月)の前は 70

か月、後は 147か月と長期にわたって国民年金保険料を納付している上、申立

期間の前後を通じて住所の変更など生活環境に大きな変化が無く、国民年金保

険料の納付が困難となる事情はうかがえないことから、申立期間についても、

保険料を納付していたと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの国民年金

の定額保険料及び付加保険料並びに 61 年１月から同年３月までの定額保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年 10月から同年 12月まで 

             ② 昭和 61年１月から同年３月まで 

私は、国民年金に関するチラシのようなものを持ってきた市役所の職員に

加入を勧められ、近隣の市役所に勤務していた夫の迷惑になってはいけない

と思い、国民年金に任意加入したと思う。加入当初は、近所にも聞こえるほ

どの大声の集金人に国民年金保険料を納付していて、その後すぐに、金融機

関で納付するようになったと思う。 

平成 19 年８月に社会保険事務所で老齢年金の請求手続を行った際、申立

期間の国民年金保険料が未納になっていることを知ったが、定額保険料だけ

でなく付加保険料も納付しており、納付記録が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、昭和 52年 10月から国民年金に任意加入して国民年金保険料を

納付するとともに、付加保険料を納付し、申立期間を除き、国民年金加入期

間において国民年金保険料の未納期間が無いことから、納付意識の高さがう

かがえる。 

２ 申立期間①について、申立人は、当該期間(３か月)の前は 102か月、後は

24か月と長期にわたって国民年金保険料（うち、123か月は付加保険料を含

む。）を納付している上、申立期間の前後を通じて住所の変更など生活環境

に大きな変化が無く、国民年金保険料の納付が困難となる事情はみられない

ことから、当該期間についても、国民年金保険料を納付していたものと考え



 

られる。 

  また、市役所の収滞納一覧表によると、申立人は、申立期間①前後の国民

年金保険料の大部分を、３か月ごとに最終月の月末又はその翌月以降に口座

振替により納付しているが、昭和 60 年度第１期(昭和 60 年４月から同年６

月まで)の３か月分の保険料は、同年度の保険料に係る現年度納付の納付期

限である 61年４月 30日に納付していることが確認できる。これは、預金口

座の残高不足等により口座振替できなかった保険料を後に納付したものと

考えられることから、申立人は、申立期間①に係る国民年金保険料について

も、振替不能であったものを後に納付書により現年度納付していたと考える

のが自然である。 

３ 申立期間②について、社会保険庁の記録によると、当該期間の直後は第３

号被保険者となっているが、当該期間(３か月)の前は、申立期間①を除いて

126か月と長期にわたって国民年金保険料を納付しており、申立期間の前後

を通じて住所の変更など生活環境に大きな変化が無く、国民年金保険料の納

付が困難となる事情はみられないことから、申立人は、当該期間についても

申立期間①と同様に、振替不能となった後に納付書により保険料を納付して

いた可能性が高い。 

  ただし、当該期間は、申立期間①とは異なり、年度末の第４期であり、納

付期限である昭和61年４月30日を過ぎると現年度納付することができず過

年度納付となる。当該期間の保険料については、それ以前の期間に係る保険

料の口座振替日などからみて過年度納付されたものと推認できるが、制度上、

保険料のうち付加保険料については過年度納付できない。 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの国民年金の定額保険料及び付加保険料

並びに 61 年１月から同年３月までの定額保険料については、納付していた

ものと認められる。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1184 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

私は、妻と一緒に国民年金に加入し、昭和 36 年４月から夫婦そろってＡ

地区の隣組で集金人に国民年金保険料を納付してきた。 

しかし、平成 20 年にねんきん特別便で納付記録を確認したところ、妻は

ずっと保険料を納付していたのに、私だけ昭和 36年４月から 37年３月まで

の期間が未納とされていることが分かったので、第三者委員会に申し立てる

ことにした。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、国民年金加

入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付しており、申

立人の妻も申立期間を含んだ国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納

付していることから、申立人及びその妻の納付意識は共に高かったものと考え

られる。 

また、申立人及びその妻は、昭和 36 年４月から国民年金に加入し、夫婦共

に納付組織の集金人に国民年金保険料を納付していたとしているところ、社会

保険庁のオンライン記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年

金制度発足当初の同年４月 13 日に夫婦連番で払い出されており、申立人の主

張には信ぴょう性がうかがえる上、申立期間について妻は保険料が納付済みで

あることが確認できることから、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を

集金人に納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1185 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月から同年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年９月から 42年 10月まで 

② 昭和 45年４月から 47年３月まで 

③ 昭和 48年４月から同年６月まで 

昭和 36 年９月から 42 年 10 月までの期間について、私の妻が 10 年以上

前の未納分についても、保険料の納付ができると聞いてきて、妻が夫婦二人

分の保険料をさかのぼって納付したはずなのに、記録が無い。Ａ市役所の集

金人を通じて保険料を納付したと思うが、納付時期や納付金額等の記憶は定

かではない。妻が納付したはずなので、調べてほしい。 

昭和 45 年４月から 47 年３月までの期間及び 48 年４月から同年６月まで

の期間について、私は、父に勧められ、国民年金に加入することにした。加

入手続と保険料の納付は妻が行っているため、私はよく覚えていないが、集

金人に保険料を納付していたとのことである。同年４月分から同年６月分ま

での領収書があるので、記録が無いのはおかしい。 

 
第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、社会保険庁の記録では、国民年金保険料が未納とな

っているものの、申立人は当該期間の国民年金保険料領収書を所持しており、

昭和 48年６月 22日付けのＡ市の領収印が押されていることが確認できる。 
一方、申立期間①については、申立人によると、その妻が、申立人のＢ社の

退職日（昭和 45年４月 30日）からＣ社の設立日（52年４月 23日）までの間

に、当該申立期間の保険料をさかのぼって一括納付したとしている以上の具体

的な納付時期が特定できない上、申立人及び申立人の保険料を納付したとする

妻は、共に一括納付した保険料額について、明確な記憶が無い。 



 

また、申立人は、その妻が当該期間の保険料をＡ市の集金人を通じてさかの

ぼって納付したとしているものの、市役所によると、当時、現年度納付分以外

（特例納付又は過年度納付）の保険料を集金人が収納することは無かったとし

ている。 

申立期間②については、申立人が唯一所持する国民年金手帳には、昭和 47

年４月１日発行と記載されており、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記

号番号払出簿によると、当該手帳記号番号は 48年２月 28日にＡ市において払

い出されていることが確認できる。また、同払出簿によると、それ以前に、納

付記録が存在しない手帳記号番号（申立人の婚姻前である 41 年 11月 14 日に

Ｄ市において払出し）が払い出され、その後取り消されている記録が確認でき

るものの、それ以外には、申立人に対して払い出された手帳記号番号は見当た

らない上、申立人及びその妻は現在所持する国民年金手帳以外の手帳に関する

記憶は無く、45 年ごろに別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

さらに、申立人が所持する国民年金手帳により当該期間の保険料を納付する

ためには過年度納付等、さかのぼって納付する必要があったが、申立人の妻は、

当該期間の国民年金保険料を集金人に納付していたとしており、Ａ市役所によ

ると、集金人が過年度納付分の保険料を収納することは無かったとしているこ

とから、申立人の主張と一致しない。 

このほか、申立人の妻が申立期間①及び②に係る申立人の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付した

とする申立人の妻の記憶は曖昧
あいまい

である上、申立人自身は国民年金保険料の納付

に関与しておらず、保険料の納付状況が不明である等、当該期間に係る国民年

金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1186 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 45年３月まで 

社会保険事務所で年金の受給手続を行った際に、国民年金の納付記録を確

認したところ、昭和 44年４月から 45年３月までの１年間が未納となってい

ました。43年にＡ市からＢ市に引っ越しをした際、Ｂ市役所で手続を行い、

その後は集金人に保険料を納めてきました。１年間も保険料を滞納したこと

はないので、私の納付記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間に国民年金保険料の未納期間が

無く、国民年金保険料を 445か月納付しており、国民年金保険料の納付意識が

高いことがうかがわれる。 

また、申立人は、昭和 43年 10月ごろにＡ市からＢ市に引っ越した後も 

  集金人に保険料を納めたとしているところ、Ｂ市は、申立期間当時に集金人に

よる保険料の徴収を行っていたとしており、申立人の主張と一致する。 

さらに、申立人は、国民年金に係るＢ市への住所変更の届出も適正に行った

上で、申立期間の直前の昭和 43 年 10 月から 44 年３月までの保険料を同市で

現年度納付しており、申立期間当時の生活状況にも変化はみられないことから、

申立期間の 12か月のみが未納とされているのは不自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間について国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 32年 10月１日に、同支店における資格喪失日及び同社Ｄ支

店における資格取得日に係る記録を 37年６月 12日にそれぞれ訂正し、申立期間

の標準報酬月額を、32年 10月から 33年 10月までは 8,000円、37年６月は１万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年 10月１日から 33年 11月１日まで 

             ② 昭和 37年６月 25日から同年７月１日まで 

私は、昭和 32年４月１日にＡ社Ｅ支店に入社し、同年 10月１日付けで同

社Ｃ支店に、37年７月１日付けで同社Ｄ支店に転勤した後、40年７月末ま

で勤めたが、同社Ｃ支店での厚生年金保険被保険者記録が 33年 11月１日か

ら 37年６月 25日までとなっており、前の 13か月と後ろの１か月の記録が

欠落しているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在勤記録、雇用保険の被保険者記録及び元上司の証言か

ら、申立人が昭和 32 年４月１日から 40 年７月 31 日までＡ社に継続して勤務

し（32 年 10 月１日に同社Ｅ支店から同社Ｃ支店に、同年 12 月９日に同支店

から同支店Ｆ出張所に、37年６月 12日に同支店Ｆ出張所から同社Ｄ支店にそ

れぞれ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立期間当時の元上司（Ｃ支店長）によると、「Ｆ出張所配置の期間

についても、Ｃ支店職員として人事管理、給与及び保険料の控除等を間違い無

く行っていた。」旨証言している上、申立人と同じくＦ出張所に配置された元



 

同僚には、当該期間においてＣ支店での厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支店に係る昭和 33年 11

月の社会保険事務所の記録から、32年 10月から 33年 10月までは、8,000円、

同支店に係る 37年５月の社会保険事務所の記録から、同年６月は、１万 2,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は関連資料が無く不明としており、このほかに確認できる関連資

料、周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 787 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における資格取得日に係る記録を昭和

40年２月 22日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月 22日から同年３月 21日まで 

    私は、昭和 31 年 12 月に就職し平成元年 12 月に退職するまで継続してＡ

社に勤務し、厚生年金保険に加入していたのに、昭和 40年２月の１か月間、

記録が欠落している。 

    申立期間については、昭和 40年２月 21日付けでＡ社Ｂ工場から本社に転

勤となり、本社での厚生年金保険の被保険者資格取得日が同年３月 21 日と

なっているため、１か月の欠落があるが、給与から保険料は控除されていた

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「在籍証明書」及び申立人に係る雇用保険被保険者記録

により判断すると、申立人は申立期間においても継続して同社に勤務し（同社

Ｂ工場から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る昭和 40 年３月の社

会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、これを確認できる関連資料、周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



 

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いため、行っ

たとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所における資

格喪失日に係る記録を昭和 40年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月 28日から同年 10月１日まで 

    私は、Ａ社に就職し平成５年５月に退職するまで継続して勤務し、厚生年

金保険に加入していたのに、昭和 40 年９月の１か月間、記録が欠落してい

る。 

    申立期間については、Ａ社Ｃ営業所から同社Ｄ工場に転勤となったが、い

ったん退職したことは無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「人事記録」及び申立人に係る雇用保険被保険者記録に

より判断すると、申立人は申立期間においても、Ａ社に継続して勤務し（昭和

40年 10月１日に同社Ｃ営業所から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ営業所に係る昭和 40 年

８月の社会保険事務所の記録から、４万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、これを確認できる関連資料、周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いため、行っ

たとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 789 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ出張所における資格喪失日及びＣ社

Ｄ支店（現在は、Ｅ社Ｄ支店）における資格取得日に係る記録をそれぞれ昭和

20 年５月 25 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 40 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年５月 24日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 18 年 11 月 10 日にＡ社に入社し、Ｂ出張所で勤務しており、

昭和 20年５月 25日にＡ社がＣ社と合併した後も、継続してＣ社Ｄ支店に勤

務していたが、厚生年金保険被保険者期間が１か月欠落している。その期間

を被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ社が保管する人事記録から、申立人は、Ａ社Ｂ出張所に入社し、昭和 20

年５月 25 日に同社とＣ社が合併した後も、Ｃ社及びＦ社のＤ支店で継続して

勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｃ社Ｄ支店における昭和 20 年

６月の社会保険事務所の記録から、40円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ｃ社Ｄ支店が厚生年金保険の適用事

業所となったのは、昭和 20 年６月１日であり、申立期間には適用事業所とし

ての記録が無い。しかし、申立人及び元同僚の証言から、同支店は、同年５月

25 日のＡ社及びＣ社の合併時から、実質的に営業しており、当時の厚生年金

保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



 

ては、事業主は資料が無いため不明であるとしているが、事業主は、申立てに

係る事業所が申立期間において適用事業所の要件を満たしていたにもかかわ

らず、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



 

兵庫厚生年金 事案 790 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格

取得日に係る記録を昭和 42年８月 24日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

４万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月 24日から同年９月 20日まで 

申立期間当時、私は、Ａ社Ｄ支店に出勤し、同社Ｃ支店の開設準備委員の

仕事をしていた。Ｃ支店は昭和 42年 12月４日オープンであったが、同社Ｄ

支店在籍中から申立期間についても、引き続いて同社Ｃ支店の開設準備委員

として勤務していたので、１か月欠落しているのはおかしい。１か月の空白

期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する申立期間の給与明細書、Ｂ社から提出された「社員記録」

及び申立人に係る雇用保険被保険者記録により判断すると、申立人は、Ａ社に

継続して勤務し（昭和 42 年８月 24 日に同社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支店に係る昭和 42 年９

月の社会保険事務所の記録から、４万 2,000 円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社Ｃ支店は、同社Ｄ支店における

厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭和 42年８月 24日）の約１か月後（同年

９月 20 日）に適用事業所となっており、それ以前は申立期間を含めて適用事

業所としての記録が無い。しかし、社会保険事務所における同社の他支店から

Ｃ支店への異動者の記録から、同支店は申立期間において当時の厚生年金保険



 

法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主は、申立期間において適用事業所の要件を満たしていながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立

人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1187 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年４月から 45年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 45年８月まで 

私の父が、私の結婚前の昭和 41 年７月から 44 年３月までの国民年金保

険料を納付してくれていた。私が結婚後の同年４月から 45年９月までの保

険料は、手続を失念していたために未納であったが、同年９月に再加入手

続を行った時に、申立期間に係る国民年金保険料を一括で数万円を納付し

たのに、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳及び社会保険庁のオンライン記録によると、

申立人は、昭和 45年９月 26日に国民年金に任意で再加入していることが確認

できる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、国民年金に任意で再

加入した時に、期間をさかのぼって集金人に一括で数万円を納付したとしてい

るが、国民年金の任意加入被保険者は、制度上、さかのぼって国民年金に加入

し、さかのぼった期間の国民年金保険料を納付することはできないため、納付

書が申立人に対して発行され、当該保険料の納付が行えたとは推認し難い。 

さらに、仮に申立人の主張どおりに、申立期間に係る保険料を昭和 45 年９

月に一括納付したとすると、同年４月から同年８月までは現年度納付できてい

たこととなるが、申立人が所持する国民年金手帳の申立期間に係る国民年金印

紙検認記録欄には、検認印が無く空白となっており、申立人の主張と相違する。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 



 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1188 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年２月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年２月から同年 12月まで 

    私は、国民年金制度発足時から国民年金に加入し、昭和 39年 10月に結婚

して夫の被扶養者となってからも任意加入して、61 年４月に第３号被保険

者となるまで国民年金保険料を納めてきた。 

    平成 17 年に社会保険事務所を訪れた際に申立期間が未納とされているこ

とを知ったが、昭和 52 年４月以降は口座振替により国民年金保険料を納付

しているので、未納期間があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年５月ごろから口座振替により国民年金保険料を納付し

ていたとしているが、銀行の預金元帳を見ると、申立期間の直前の 60 年１月

までは口座振替された記録が確認できるものの、申立期間以降における保険料

が口座振替された記録は確認できない。 

また、社会保険庁の国民年金被保険者台帳及び申立人が所持する国民年金手

帳によると、申立人は、昭和 60 年２月に国民年金の任意加入の被保険者資格

を喪失し、61 年１月に同資格を再取得しており、申立期間においては国民年

金に加入していなかったことが確認できる。したがって、市役所から現年度納

付書は発行されないため、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を現年度納

付することはできない。 

さらに、申立人は任意加入被保険者であるため、昭和 61 年１月に被保険者

資格を再取得した際に、制度上、申立期間の保険料を過年度納付することもで

きない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間に係る国民年金保険料を納付し



 

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1189 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年 12 月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨   

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月から 46年３月まで 

私は 20歳の時に、母親に勧められて国民年金に加入した。しかし、私は、

申立期間当時から現在まで自営業をしていて多忙であったので、母親が、加

入手続や国民年金保険料の納付をすべて行ってくれた。 

母親は既に亡くなっているので、当時の状況は詳しく分からないが、自宅

に集金に来ていた組合の婦人部の人に、父母と私の３人分の保険料を納めて

いたと聞いているので、未納期間があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 46年 10

月に払い出され、同年４月分から国民年金保険料が納付されていることが確認

でき、その時点では、時効により、申立期間の始期である 42年 12月にまでさ

かのぼって国民年金保険料を納付することはできない。また、申立人が 20 歳

の時に、申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、上記とは別の国民年金手

帳記号番号が申立人に対して払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

さらに、申立期間に係る申立人の家族の保険料の納付状況を見ると、申立人

の両親については納付済みとなっているものの、申立人の当時の妻については、

結婚した直後の昭和 46 年２月分及び３月分が未納となっており、翌月の４月

分から納付されている。このことから、申立人は、結婚を機に、妻の保険料の

納付と開始時期を同じくして、同年４月分から保険料を納付し始めたものと推

認できる。 

加えて、申立人の母親が申立期間に係る申立人の保険料を納付したことを示

す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無い上、申立人自身は、申立期間に係



 

る保険料の納付に全く関与しておらず、申立人の母親は、既に亡くなっている

ため当時の納付状況の詳細が不明である。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

  



 

兵庫国民年金 事案 1190 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 12 月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月から 48年３月まで 

私は、昭和 47 年３月に結婚するまでは国民年金保険料を自分で納付して

おらず、母親が納付してくれていたかどうかもはっきりとは分からない。 

しかし、結婚した翌月からは、私が夫婦二人分の保険料を納付していた。

国民年金の加入手続をいつ行ったのかについても覚えていないが、夫の保険

料だけ納付して、自分の保険料を納付しなかった期間があったとは思えない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年６

月に払い出されていることが確認でき、その時点では、時効により、申立期間

の始期である43年12月にまでさかのぼって国民年金保険料を納付することが

できない。また、一部過年度納付が可能な期間があるものの、申立人は、過去

にさかのぼって保険料を納付していたとは主張していない。さらに、上記とは

別の国民年金手帳記号番号が同年 12 月ごろに払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人は、結婚後の昭和 47 年４月から夫婦二人分の保険料を納付

していたと主張しているが、住民票及び社会保険事務所の国民年金被保険者台

帳の記録によると、申立人は 48年１月 15日に現住所地へ転居しており、転居

後の現住所地で、国民年金に加入していることが確認でき、申立人の主張と相

違する。 

このほか、申立人が申立期間に係る申立人の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間につい

て国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1191 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年５月から 48 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年５月から 48年 12 月まで 

私は、勤め先の店長から、将来のために国民年金に加入して保険料を納付

するようにと言われて、昭和 40 年５月ごろに市役所出張所で加入手続を行

ったと思う。現在所持している国民年金手帳を、どのようにして受け取った

のかは覚えていない。 

私の保険料については、父が兄夫婦の保険料と一緒に納付してくれていた

と思うが、具体的な納付方法などについては聞いていない。 

63 歳になった時に、40 年間満額納付したと思い市役所で確認すると、申

立期間が未納となっていることを知った。領収書が無いと記録訂正ができな

いと言われ、仕方なく 65 歳まで保険料を納付したが、申立期間が未納とな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時における市役所による国民年金保険料の収納方法は印紙検認

方式であるが、申立期間のうち、申立人が所持する国民年金手帳の昭和 41 年

度から 45 年度までの検認記録欄を見ると、検認印は全く押されておらず、保

険料が現年度納付された事実が確認できない。 

また、社会保険事務所の記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 41 年６月１日に払い出されていることが確認できることから、申立期間の

すべての国民年金保険料を過年度納付することは可能であるが、申立人は保険

料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申

立人の父親は既に亡くなっているため、申立期間当時の状況が不明であり、ほ

かに、申立人の父親が保険料を過年度納付したことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 



 

さらに、申立人に係る国民年金被保険者台帳を見ると、備考欄に「市が管理

を要しない日 46.５.１」、「不在決定 47.２.25」、「不在判明 51.11.18」と記載

されている。社会保険事務局によると、「市が管理を要しない」とは郵便物な

どが届かない状況を、「不在判明」とは、不在であった者の所在が判明したと

いうことを意味するとしているため、申立人は、昭和 46年度から 51年度の途

中まで、国民年金被保険者としては把握されていなかったものと考えられる。

したがって、市及び社会保険事務所は、46年度以降、「不在判明」の事務処理

が行われた 51 年 11 月 18 日までは、保険料の収納事務を行うことができなか

ったものと推認できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1192 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年 10 月から 58 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月から 58年 12 月まで 

    昨年ぐらいに年金問題があったので、私の同居人が、社会保険事務所に私

の年金記録を確認したところ、昭和 50年 10 月から 58年 12月までの期間を

同居人が納付していたのに、納付記録が確認できなかったため、第三者委員

会に申し立てることになった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿及び市の記録によると、申立

人が国民年金に加入したことをうかがわせる国民年金手帳記号番号の払出し

及び国民年金の加入履歴は確認できない。 

また、申立人の同居人は、申立人の当該期間の国民年金保険料について、過

年度保険料を含め、集金人に２、３か月分の保険料をまとめて納付したとして

いるが、申立人及びその同居人には国民年金の加入手続の記憶が無い上、Ａ市

によると、集金人は過年度保険料の集金ができなかったとしていることから、

同居人が申立期間の国民年金保険料を納付していたとは考え難い。 

さらに、申立人は、国民年金保険料の納付に直接関与していないことから、

当時の具体的な納付状況等が不明である上、申立期間の国民年金保険料を納付

したことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間に保

険料を納付したことがうかがえる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1193 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女   

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 51年３月まで 

    会社を辞め、実家に戻った昭和 48年４月に、私の母親から｢年金の記録が

つながらないと厚生年金ももらえない。｣と言われ、すぐに、国民年金の加

入手続を行った。当時、私は、Ａ市役所の近くで市が開講していた英会話教

室に通っていた関係で、市役所の窓口で保険料を納付し、年金手帳に、その

領収書を添付していたのを覚えている。 

ところが、昭和 53 年にＢ市役所で年金手帳を持参して国民年金の手続を

行った際に、｢前の年金記録は無い。｣と言われた。私は、「ずっと、Ａ市で

納付していた。」と伝えたが、年金記録を確認して、重複していれば保険料

は返金すると言われ、そこで、言い争ってもとの思いもあり、まとめて保険

料を納付した。 

私が、当時、所持していたオレンジ色とくすんだオリーブ色の２冊の年金

手帳は地震により紛失し、私が国民年金保険料を払っていたことを証明する

ことはできないが、このままだと、母親との｢年金記録はつなげないといけ

ない。｣という約束を反故
ほ ご

にした年金記録になる。Ｂ市での加入手続の時に

｢記録が無い。｣と言われて納付した保険料は重複して納付しているが、記録

の上で未納となっている期間のみ申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年８月に払い出されており、同事務所が保

管する申立人の国民年金被保険者原票によると、申立人の 51 年４月から 53

年３月までの国民年金保険料が同年９月に過年度納付されていることが確認

できることから、このころに加入手続が行われたものと推認され、この時点で



 

は、申立期間は時効により納付できない期間となる上、申立人が 48 年４月ご

ろにＡ市で加入手続を行い、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、昭和 53 年にＢ市役所で、Ａ市で加入手続を行った際に発

行された国民年金手帳を持参して国民年金の手続を行ったとしているが、Ｂ市

によると、国民年金の手続の際に国民年金手帳を持参すれば、新たに国民年金

手帳記号番号の払い出しは行わないとしている。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1194 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から45年９月までの期間及び平成元年９月から２年

２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 45年９月まで 

             ② 平成元年９月から２年２月まで 

申立期間①については、地震で亡くなった義姉と相談して国民年金に加入

し、自宅に訪れる集金人に国民年金保険料を納付し、印紙をもらって手帳に

貼っていた記憶がある。未納とされていることに納得できない。 

申立期間②については、元Ａ金融機関のＢさんから国民年金保険料が未払

いになっていると言われ、何か月分かは覚えていないが、10 万円程度の金

額をＢさんに支払い、領収書や手帳を受け取った。その後の地震で家が全焼

したため、記録等はすべて無くなったが、払ったのは間違い無い。Ａ金融機

関は倒産していて、Ｂさんの消息は分からない。ぜひ探し出して調べてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 36 年４月に国民年金に加入し、申立

期間の国民年金保険料を納付したと主張しているが、社会保険事務所が保管し

ている国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、45

年９月に払い出されていることが確認できる上、申立人の国民年金被保険者原

票によると、同年 10 月６日に任意加入により被保険者資格を取得した旨記載

され、市の収滞納一覧表においても同年 10 月から保険料の納付が開始された

記録が確認できることから、このころに加入手続が行われたものと推認される。

したがって、任意加入の被保険者である申立人の場合、制度上、加入日前にさ

かのぼって当該期間の保険料を納付することができない。また、申立人が 36

年４月ごろに加入手続を行い、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出さ



 

れたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、近所に住んでいた義姉と相談して国民年金に加入したと

しているが、社会保険庁の記録によると、申立人の義姉は昭和 47 年９月に任

意加入していることが確認でき、申立人の主張と一致しない。 

申立期間②については、社会保険庁の記録によると、申立人は、平成元年＊

月＊日（60 歳の誕生日の前日）に国民年金被保険者資格を喪失した後、２年

３月 29 日に任意加入した旨記録されている上、市の収滞納一覧表においても

同日に任意加入した旨記録されており、上記と同様に、申立人は加入日前にさ

かのぼって保険料を納付することができない期間となる。 

また、申立人は、元Ａ金融機関職員に 10 万円を預けて、申立期間の保険料

の納付を依頼したとしているが、申立期間②の保険料額は４万 8,000円であり、

申立金額とは乖
かい

離している。 

さらに、申立人が申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の国民年金保

険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

      これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1195 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 49年３月まで 

国民年金へは義理の姉であるＡさんに勧められたことをきっかけに昭和

38 年４月１日に加入し、それ以来国民年金保険料をずっと納付してきた。

特に、妻が 47 年に加入してからは間違い無く納付している。国民年金保険

料は妻が集金人に納めていた。集金人はＢさんという着物を着た 60 歳過ぎ

の女性で、下駄を履いていた。また、ずっと納付してきて、途中、５年納付

が遅れているが納付することができると言われたので、３年分納付したこと

があった。 

妻と一緒に納付していたのに、私だけ昭和 47 年４月から 49年３月までの

期間が未納になっているのは納得できない。このことを今年の１月ごろ社会

保険事務所に行って調査を求めたところ、納付していない旨の回答が来た。

ところが、私の名字はＣで、旧姓など無いのに、間違って旧姓に別人の名を

入れて回答してきた上、間違いについてのお詫びの文書を送ってきた事があ

った。また、私に身に覚えの無い会社の記録について何度も聞かれることも

あって、年金記録には大変不信感を抱いている。申立期間については間違い

無く妻の分と一緒に納付していたので未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38年４月１日に国民年金に加入したと主張しているが、社

会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の妻

の同手帳記号番号は、47 年６月に払い出されている一方で、申立人の同手帳

記号番号は、49 年２月に払い出されていることが確認できる上、申立人に係



 

る市の国民年金被保険者名簿には、「名簿作成年月日 49年５月 31日」と記

載されていることから、このころに加入手続が行われたものと推認される。

したがって、申立人は申立期間の国民年金保険料を過年度納付することがで

きるが、申立人には、申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付したと

する記憶は無い。また、38 年４月ごろに申立人が加入手続を行い、上記とは

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間について、妻と一緒に国民年金保険料を納付

したと主張しているが、住民票によると、申立人及びその妻は昭和 49年５月

10 日にＤ市Ｅ町から同市Ｆ町に転居しているところ、申立人の妻の国民年金

手帳及びＤ市が保管する申立人の妻の国民年金被保険者名簿には、転居前後

の両方の住所が記載され、変更年月日は 49 年５月 10 日と記載されている一

方で、申立人の国民年金手帳及び同市が保管する申立人の国民年金被保険者

名簿には、転居後の住所のみが記載されていることが確認でき、申立期間に

おける申立人及びその妻の国民年金保険料の納付が一緒に行われていたとは

考え難い。 

加えて、申立人の主張のとおり、Ｄ市の国民年金被保険者名簿及び申立人

が所持する領収書によると、昭和 38 年度から 40 年度までの３年間の国民年

金保険料について、昭和 49年５月９日に特例納付により納付されたことが確

認できるが、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 1196 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年９月から 42年８月までの期間及び 44年４月から 54年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年９月から 42年８月まで 

② 昭和 44年４月から 54年３月まで 

私は、昭和 44 年３月に会社を退職したので、厚生年金保険から国民年金

に切り替えることにした。母親がＡ市役所でその手続をしたところ、私が

20歳に初めて被保険者となった昭和 41年９月から 42年８月までの 12か月

分の保険料が未納となっていることを知った。この保険料については、私が

Ａ市役所に行って納付した（申立期間①）。 

その後は、３か月ごとに届いた納付書を市役所に持って行って保険料を納

付していた。そのうちに、地区の婦人会が集金して市役所に納付する方法が

あると聞いたので、地区会館で納付するようになり、後日領収書を受け取っ

ていた。保険料の納付は母に任せていたが、昭和 49 年に母が亡くなってか

らは自分で納付するようになった（申立期間②）。 

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人に係る国民年金手帳記号番号は昭和 56

年 10 月６日に払い出されていることが確認でき、このころに国民年金の加入

手続が行われたものと推認されるが、この時点では、時効により、申立期間①

及び②に係る国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人が、申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付するために

は、昭和 41 年９月ごろに、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていなければならないが、そのころに、別の同手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 



 

さらに、申立人は、昭和 44 年５月から６月ごろに国民年金の加入手続を行

い、申立期間①に係る国民年金保険料を一括して納めたとしているが、この時

期に国民年金に加入したとしても、当該期間のうち、41年９月から 42年３月

までの７か月分の保険料は、時効により納付することができない。 

加えて、申立人が申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間に係る国

民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1197 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から 61年３月まで 

私の住むＡ地域では、当時、婦人会が地域内の国民年金の集金を行ってお

り、私は申立期間を含む昭和 59年４月から 61年３月まで、当該地域の婦人

会の代表者を務め、その期間に係る当該地域全体の領収書も保存している。

ところが申立期間について、私自身の納付記録が抜けており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59年４月から 61年３月まで、Ａ地域の婦人会の代表者を務

め、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、社会保険庁

が保管している国民年金被保険者原票によると、申立人は 59 年１月７日に国

民年金被保険者資格を喪失し、61 年４月１日に第３号被保険者の資格を取得

している旨記載されている上、市が保管している国民年金被保険者名簿におい

ても、同様の記録が記載され、同名簿の国民年金被保険者収納記録において、

申立期間の国民年金保険料の納付は確認できない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料について国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 791 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年４月１日から 34年７月１日まで 

             ② 昭和 34年 10月１日から 35 年 10月１日まで 

    私は、高校を昭和 33年３月に卒業した後、同年４月１日にＡ社に入社し、

35年 10月１日まで勤務した。なぜ勤務期間の中間だけ厚生年金保険に加入

していることになっているのか理解できない。申立期間の記録を調査してく

ださい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社で勤務していた複数の元従業員の証言によると、同事業所では炭鉱の坑

道を掘る仕事をしていた者（坑内夫）と地上作業をしていた者（地上職）がい

たとしている。申立人については、申立人と同じ高校を卒業し、共に同事業所

で勤務していた先輩社員の証言により、申立期間に同事業所において、当該先

輩社員と同様に地上職として勤務していたことが推認できる。 

一方、社会保険事務所の記録を見ると、申立人は、Ａ社において、昭和 34

年７月１日に他の二人と共に被保険者種別「１」（一般男子）で厚生年金保険

被保険者資格を取得し、同年 10 月１日に共に同資格を喪失していることが確

認できるところ、同事業所において、申立期間①の始期の 33 年４月１日から

申立期間②の終期の 35年 10月１日までの間に、同資格を取得した 176人のう

ちのほとんど（169人）が被保険者種別「３」（坑内夫。なお、途中で種別変

更されている者４人を含む。）であり、同種別「１」である者は、申立人を含

め３か月程度の短期間で資格を喪失している５人、同種別「２」（一般女子）

である者は二人と、いずれもわずかであることが確認できる。 

また、申立人と同じ地上職であった上記の者を含む先輩社員二人については、

同事業所における厚生年金保険の被保険者記録が一切無いことから、同事業所



 

では申立期間当時、坑内夫以外の従業員を厚生年金保険に加入させない方針で

あったものと推認でき、申立人ほか数人の者については、何らかの事情により

いったん資格を取得させたものの、この方針に従い資格喪失手続を取り、厚生

年金保険料を控除しなかったものと推認できる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険被保険者

番号に欠番は無く、記録に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年３月１日から平成６年６月１日まで 

             ② 平成７年１月１日から８年８月１日まで 

    私は、昭和 53年に会社を設立し、平成 10年まで事業主として会社を経営

していたが、昭和 61年３月から平成６年５月までの期間及び７年１月から

８年７月までの期間の標準報酬月額が不自然に引き下げられている。 

    当時、２人の子供を大学に入れており、年間、授業料に 200万円と下宿代

に 240万円必要だったので、月額 37万円以上の報酬が必要だった。申立期

間の標準報酬月額がおかしいので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が事業主であったとしているＡ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人

は申立期間において、代表取締役であったことが確認できるところ、申立人

は、社会保険庁の標準報酬月額の記録どおりの届出は行っていないとしてい

る。 

また、申立人から提出のあった昭和 61 年３月分から同年５月分までの給与

明細書（基本給及び差引支給額が切り取られているもの）において、標準報酬

月額 34 万円に相当する厚生年金保険料が控除されており、社会保険庁の記録

の 22 万円と相違することが確認できる上、申立人から提出のあった平成６年

確定申告書（控）の社会保険料控除欄に金額が記載されており、その額が申立

人の負担した同年分の厚生年金保険料及び健康保険料であった場合、申立期間

のうち、平成６年１月から同年５月までの控除額は標準報酬月額 53 万円（当

時の厚生年金保険の最高額）に相当するものと推認でき、社会保険庁の記録の

22万円と相違することが確認できる。 

しかしながら、社会保険庁の記録において、申立人の申立期間に係る標準報



 

酬月額に遡及
そきゅう

や訂正等がなされた形跡は無く、定期的に随時改訂や定時決定の

処理（合計 11 回）が行われていることが確認できる等、不自然な処理は見当

たらないことから、申立てに係る事業所が申立人の主張する標準報酬月額を届

け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを誤って記録したことは考え難

い。 

また、代表取締役であった申立人は、社会保険庁に記録されている月額変更

届や算定基礎届を提出した覚えはないと申し立てているが、申立人が関与せず

に当該標準報酬の月額変更や算定基礎処理が行われたとも考え難い。 

さらに、申立期間②については、ⅰ）社会保険庁の記録によると、Ａ社及び

Ｂ社（Ａ社と本店所在地及び代表取締役が同一）において、当該期間に厚生年

金保険被保険者記録がある合計６人（申立人を含む。）はすべて、平成７年１

月１日から標準報酬月額が全員９万 2,000円に引き下げられており、当該月額

変更及び同年 10 月 1 日の算定基礎の処理日は、それぞれ同年４月７日、同年

９月８日と一致していることが確認できること、ⅱ）法律において、特定被災

区域に所在した適用事業所（Ａ社及びＢ社はこれに該当）は健康保険及び厚生

年金保険の標準報酬の改定の特例並びに健康保険、厚生年金保険及び児童手当

の保険料等の免除ができる旨の規定があること、ⅲ）当時のＡ社の監査役によ

ると、地震の影響で店舗の閉鎖に至る等、業績を直撃したとしている上、当時、

Ｂ社において厚生年金保険被保険者であった者から聴取したところ、地震の影

響で給料が引き下げられたとしていること等を踏まえると、社会保険庁に記録

されている当該期間の標準報酬月額が不合理であるとは考え難い。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の

対象とすることはできない旨規定されている。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人の申立期間における厚生年金保

険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 793 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月１日から 40 年 10月１日まで 

昨今の年金問題を見聞きして心配になったので社会保険事務所で調べて

もらったところ、私がＡ社で勤務していた期間に係る脱退手当金が支給さ

れているので、この期間は年金の支給額には反映されないと言われた。 

私は、脱退手当金を受給した覚えは無いので、社会保険庁の記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 40 年 11 月 25 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、Ａ社を退職して約８か月後に厚生年金保険に加入している

が、これは、申立人の夫が経営する事業所を法人化する際の加入であり、Ａ社

で勤務していた時とは別の厚生年金保険被保険者番号が払い出されている。さ

らに、申立人は、Ａ社を退職後の当該約８か月間、国民年金にも加入していな

い。これらのことから、申立人は、同社退職時において年金の加入期間を通算

して確保しようとしていた意思はうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年４月４日から 33年１月 27 日まで 

私は、昭和 28年４月から 33年１月までの間、Ａ社において勤務していた

が、社会保険庁の記録によると、同社における脱退手当金を受給したこと

とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社によると、申立期間当時、従業員に代わって事業所が脱退手当金の請求

を行っていたとしている。 

また、申立人の元従業員の証言によると、Ａ社を退職するに際し、事業所が

脱退手当金の請求を行い、暫くして実家に脱退手当金が送金された記憶がある

としており、事業主の証言と一致している。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日から約２か月後に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、受給した記憶が無い

という申立人の主張以外に、申立人が脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる具体的な周辺事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 795 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年３月 24日から 35年１月 19日まで 

             ② 昭和 35年１月 20日から 44年１月１日まで 

私は、厚生年金の裁定請求時に、社会保険事務所で、Ａ社やＢ社に勤め

ていた時の厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金が支給されている

ので、この期間は年金の受給額には反映されないと説明を受けた。 

しかし、私は脱退手当金の支給を受けた覚えは無いので、社会保険庁の

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が管理するＢ社の被保険者原票において、申立人の厚生年金

保険被保険者資格喪失日（昭和 44 年１月１日）の前後３年以内に同資格を喪

失し、脱退手当金の支給要件を満たしている女性 10 人（申立人を除く。）に

ついて調査したところ、８人について脱退手当金の支給決定が行われており、

うち一人は事業所が代理請求したと証言していることから、同社において脱退

手当金の代理請求が行われていた可能性が考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金を支給したこと

を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月半後の昭和 44

年３月 19 日に支給決定されており、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

このほか、脱退手当金を受給していないという申立人の主張以外に、申立人

が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



 

兵庫厚生年金 事案 796 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年 10月１日から 23年１月 21日まで 

② 昭和 23年４月１日から 25年 11月 20日まで 

③ 昭和 25年 12月 13日から 37年 10月６日まで 

平成 20 年の通知で脱退手当金を受けたことを初めて知ったが、私は脱退

手当金を絶対受け取っていない。 

私は、昭和 35 年 10 月＊日に結婚し、37 年＊月＊日に第１子（女児）が

誕生した。会社を退職したのは、産後の休暇及び１か月の有休取得後の同年

10 月６日で、その後 40 年＊月＊日に第２子(男児）が生まれた。42 年に男

児が火傷を負ったため、一度に落ち込んでしまった。そのころ、社会保険事

務所かハローワークへ行き、3,000円ほどの金額受け取ったことを覚えてい

るが、脱退手当金とは金額も日時も異なっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間③に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和38年３月26日に支給

決定されている上、申立期間①、②及び③に係る３社の厚生年金保険被保険者

期間について通算して支給されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、申立期間③に係る事業所において、昭和 35年から 39年までの間に退

職し、脱退手当金の支給要件を満たしている女性 22人のうち 19人（申立人を

含む。）について脱退手当金が支給決定されていることが確認でき、そのほか

に申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 797 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年９月４日から同年 12月１日まで 

    半世紀以前の事ではあるが、申立期間においても継続して勤務していたと

記憶している。調査をお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言から、申立人は昭和 28 年９月４日にＡ社からＢ社（そ

の後、統合・合併等により、現在は、Ａ社）に異動し、申立期間以降において

はＢ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は繁忙期の臨時職員として採用されたと供述している

ところ、事業主及び元同僚から、申立人が申立期間において厚生年金保険に加

入していたことを裏付ける証言や証拠は得られず、複数の元同僚は、「昭和

28年４月に入社したが、同年６月からの厚生年金保険加入記録しか無い。」、

「決算繁忙期の期間採用であったため、社会保険には加入していなかった。」、

「臨時採用や試用期間などの制度があり、３か月程度は社会保険に加入してお

らず、その後本採用になり加入した。」旨それぞれ証言している上、申立人が

記憶する、Ａ社からＢ社に異動した元同僚二人の厚生年金保険加入記録につい

ても、資格喪失日及び資格取得日の相違はあるものの、申立人と同様、３か月

の厚生年金保険の未加入期間が確認できることから、当時、事業主は入社後す

ぐには厚生年金保険の加入手続を行っていなかったことがうかがえる。 

また、社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見

ると、申立期間当時において同名簿の整理番号に欠番は無く、記録に不自然な

点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 798 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月 25日から 28 年１月 10日まで 

私は、昭和 25 年５月１日にＡ社に入社し、29 年３月 31 日までの間、継

続して勤務していたが、申立期間の厚生年金保険被保険者期間が欠落してい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 25 年５月１日から 29 年３月 31 日までの間、継続してＡ社

に勤務していたとしているが、社会保険事務所が保管する同社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人は、27 年 10 月 25 日に被保険者

資格を喪失し、28年１月 10日に同社における２度目の被保険者資格を取得し

ていることが確認できる上、同名簿の健康保険記号番号に欠番等は無く、記録

に不自然な点は見当たらない。 

また、社会保険庁の記録において昭和 27年８月 15日にＡ社における厚生年

金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる申立人の記憶する元同

僚によると、退職理由について、「Ａ社の景気が悪く、仕事が無くなった。」と

証言しており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立

人と同様に、27年 10月 25日に被保険者資格を喪失した者は他に 11人確認す

ることができ、このうち６人が申立人と同様に 28年１月 10日に被保険者資格

を再取得している上、27 年９月末時点で 22 人であった被保険者が、同年 11

月末時点では３人となり、同年 12 月１日付けでその３人も被保険者資格を喪

失し、その時点で同社における被保険者はいないことになっていることが確認

できることから、申立期間に係る同社の経営状況は、元同僚の証言どおりであ

ったことがうかがえる。 

さらに、当時の事業主は高齢のため、当時の状況を確認することができない



 

ことから、事業主の長男の妻から聴取したところ、「Ａ社は、20 年ぐらい前

に工場を閉鎖しており、同社についての資料は無く、当時のことは不明であ

る。」と供述している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料（給与明細書、源泉徴収票等）は無い上、

ほかに給与から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 799 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年７月ごろから 25年４月初めごろまで 

    紙台帳から厚生年金保険の記録をコンピューターに入力する際に、間違っ

て入力し、私のＡ社における厚生年金保険の記録が消えたと思うので、よく

調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する臨時工名簿から、申立人が、昭和 24年７月 21日に同社に入

社し、同年８月 18日に一身上の都合により退職したことが確認できるところ、

同社の現在の事務担当者は、「昭和 20年代における臨時工は、本当に臨時的な

採用のようであり、社会保険に加入していないと思われる。社会保険の加入手

続をしていない場合、給料から厚生年金保険料を控除するとは考えられない。

当時の保険料控除の有無については不明だが、現在は保険料を翌月の給与から

控除しており、申立人の場合、１か月に満たない在職期間であるので、厚生年

金保険料を控除したとは考えられない。」と証言している。 

また、申立人がＡ社における元同僚として名字のみを記憶している者につい

ても、同社における被保険者記録が確認できないため、証言を得ることができ

ない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年６月２日から 19年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた昭和17年６月１日から18年６月２日までの期間及び

19 年６月１日から 21 年９月 11 日までの期間については、厚生年金保険の

被保険者期間期間となっているが、18年６月２日から 19年６月１日までの

期間が被保険者期間となっていない。納得できないので、調査の上、記録を

修正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言から、申立人が申立期間についてＡ社に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、元同僚の一人（昭和 17 年６月１日資格取得、39 年６月 16

日資格喪失）は、申立人のことを記憶しており、「Ｂ養成所卒業後、申立人は、

一般社員ではなく『職員』になった、職員は管理職であった。」と証言してい

る。 

また、社会保険庁が保管する申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台

帳）を見ると、申立人はＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を昭和 17

年４月１日に取得し、同資格を 18年６月２日に喪失（原因として、「職員」と

記入）し、同事業所で、再び同資格を 19 年６月１日に取得し、同資格を 21

年９月 11日に喪失（原因として、「解雇」と記入）していることが確認できる。 

さらに、旧厚生省年金局が編集した「厚生年金保険 50 年史」には、「労働

者年金保険は昭和 17 年６月１日を期して発足した。強制被保険者の範囲は健

康保険法第 13条に規定する事業所で、常時 10人以上の労働者を使用するもの

に使用される男子労働者とされ、女子についてはその勤続期間の短いこと、職

員については労働者との身分上の相違や現場職員の人事交流の実情等からそ



 

れぞれに強制被保険者の範囲から除くこととされた。また、労働者年金保険法

中改正法律は昭和 19 年２月 16 日、法律第 21 号として交付され、まず労働者

年金保険法から厚生年金保険法への名称変更と、被保険者の資格関係等の規定

（強制被保険者の範囲は、健康保険の適用事業所と同一になり、職員、女子も

被保険者とされるに至った。）が同年６月１日から施行された。」と記載され

ており、申立人は申立期間において労働者年金保険の適用から除外されていた

ことが確認でき、元同僚の証言とも一致する。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料（給与明細書、源泉徴収票等）は無く、申

立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年６月 26日から同年７月８日まで 

私は、定かではないが昭和 43 年６月 26 日付けでＡ社に入社し、45 年２

月 25日までの間、継続して勤務していた。 

しかし、私が所持する給与明細書及び源泉徴収票を見ると、昭和 43 年７

月から45年２月に支給された給与から20か月の厚生年金保険料が控除され

ており、社会保険庁の記録によると、厚生年金保険被保険者期間は、43 年

７月８日から 45 年２月 26 日までの 19 か月間とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43年６月 26日から 45年２月 25日までの間、Ａ社において

継続して勤務していたとしているが、申立人が所持する 43 年７月分の給与明

細書に記載された出勤日数から判断すると、申立人は 43 年７月８日から同社

において勤務していたものと認められ、また、申立人が所持する同社に係る厚

生年金保険被保険者証に記載された資格取得日及び昭和 43 年分の源泉徴収票

に記載された就職日がともに同年７月８日とされていることから、申立人の入

社日は同年７月８日であったと確認できる。 

また、Ａ社は、既に廃業しており、元事業主の弟によると、当時の資料は無

く、詳細は不明としているものの、申立人が所持する同社の昭和 44年 11月分

及び 12 月分の給与明細書を見ると、12 月分の給与明細書に 11 月分の控除額

の不足分の記載があり、これは、同年 11 月１日の厚生年金保険料率改訂に基

づき 11 月分から控除すべき厚生年金保険料の控除額の不足分としての控除で

あることから、同社における厚生年金保険料の給与からの控除は、当月控除で

あったことが確認できる。 



 

したがって、申立人が所持する昭和 43 年７月分の給与明細書に記載されて

いる厚生年金保険料の控除額は、同月分に係るものであったと認められる。 

なお、厚生年金保険法第 19 条第１項によると、「被保険者期間を計算する

場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪

失した月の前月までをこれに算入する。」とされている。また、同法第 81 条

第２項によると、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各月につき、

徴収するものとする。」とされている。これらのことから判断すると、被保険

者資格を喪失した月である昭和 45 年２月分の厚生年金保険料が控除されてい

たことをもって、同月を申立人の厚生年金保険被保険者期間とすることはでき

ず、申立人の同年２月支給の給与から控除された同月分の厚生年金保険料につ

いては、事業主が誤って控除したものと考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 802 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年９月１日から２年４月１日まで 

             ② 平成２年４月１日から３年４月１日まで 

     昭和 63 年３月末でＡ社を退職した後、職業訓練及びＢ社でのパート勤務

を経て、Ｃ社で勤務した後、Ｄ社で勤務した。Ｃ社とＤ社で勤務した期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、平成元年９月１日から２年９月 30 日まで

の期間にＣ社で、同年 10月１日から３年３月 31日までの期間にＤ社Ｅ支社で

勤務していることが確認できる（登記上、Ｃ社はＤ社と２年 12月 21日に合併

後、解散）。 

しかしながら、Ｄ社の事務代行会社（Ｆ社）から提出された「保険関係リス

ト」においては、申立人の雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の被保険者番

号、年金等級、健保等級並びに標準報酬額の欄が空白になっていることが確認

できる。このことについて、同社は、「雇用保険の記録が無い理由は不明であ

るものの、いずれにせよ申立人は社会保険に加入していなかったと思われる。」

と回答している上、申立期間当時、申立人と同じ勤務形態であったとする元同

僚は、「社会保険には加入していなかったと思うし、保険料も控除されていな

かった。」と証言している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 803 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 41年３月 24日まで 

    昭和 40 年４月からＡ社で勤務をし、最初の給料をもらったときに、名刺

サイズの大きさの紙をもらった。それは年金の証書だと言われたことを覚え

ているので、申立期間にも厚生年金保険に加入していたはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する昭和 40 年 11月 30 日時点の退職給与引当金繰入計算書を見

ると、申立人の氏名及び入社が同年４月であることが記載されていることから、

申立人が同社に在籍していたことは確認できるものの、翌年同時期の同計算書

には申立人の氏名が記載されておらず、申立人の退職の時期は不明である。 

また、昭和40年11月30日時点の当該計算書に記載されている14人のうち、

申立人を含む二人については、社会保険事務所が保管するＡ社に係る被保険者

名簿において厚生年金保険の加入記録が確認できず、同名簿の健康保険番号に

欠番は無いことから、同社では、申立人について、厚生年金保険の加入手続を

行わなかったことがうかがわれる。 

さらに、当該計算書を見ると、厚生年金保険の被保険者資格取得日が入社日

よりも遅れている（２か月から６年５か月）者が 12人中 10人確認でき、当該

計算書に記載されていないが、自身の厚生年金保険の被保険者資格取得日が入

社日よりも遅れていたと記憶しているＡ社の元社員は、厚生年金保険に加入す

る前については、給料から保険料は控除されていなかったと証言している上、

同社の現在の事業主は、「申立人は、当時の社長（故人）の姻戚であり、社会

勉強のような見習いであったのではないか。厚生年金保険の加入手続をしてい

ない場合は、給料から保険料を控除しなかったと思われる。」と証言している。 

加えて、申立期間当時の厚生年金保険被保険者証の大きさは、申立人が記憶



 

している被保険者証の大きさと異なっている。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 


